

【開発（変更）計画書】
	[bookmark: _GoBack]No
	項　目
	内　　　容

	１
	システム化の範囲及び機能要件	Comment by i4051445: 業務を進める上で定められている規定等やシステム化の方針について記載します。また、実現性を検討した結果、既存業務のあり方や当初想定していたシステム化の範囲を見直した場合は、その内容も記載し、システム化を行う範囲を明確に記載します
(必要な場合は別紙を添付でも可。)
	

	２
	システム性能要件	Comment by i4051445: 利用時間、利用環境、利用規模等、システムを利用する上での前提条件を記載します。
また、オンライン時間、バックアップ方法、冗長化等の信頼性要件について記載します。
その他、システムの応答速度、ネットワークの通信速度、拠点数、接続想定端末数、業務処理量等、オンラインのレスポンス性能に係る要件を記載します。
・システム化の前提条件
・信頼性要件
・その他の要件
など
	

	３
	セキュリティ要件	Comment by i4051445: 外部ネットワークへの公開や機密情報の取り扱いの有無、有の場合はその内容について記載します。
また、対象とするシステム利用者の範囲については、次のとおり分類して記載します。
【不特定多数】インターネットへの接続や公衆の場に端末を設置するなど、市民等が自由に操作できるようなもの。
【特定多数】全庁もしくは複数局に端末を展開しているもの。
【特定限定】担当内や局内のみでの端末展開で管理者が操作者を直接管理できるもの。
	☐　外部ネットワークへの公開
☐　機密情報の取り扱い
☐　対象とするシステム利用者の範囲（追加説明参照）
☐　不特定多数
☐　特定多数
☐　特定限定

	４
	システムの形態及び	Comment by i4051445: 構成上考慮すべき要件を記載します。
　(システム構成概要図等を添付でも可。)　
構成要件
①処理方式：Ｗｅｂ、クライアント・サーバ(C/S）、スタンドアローン等
②ハードウェア
③基本ソフトウェア
④ミドルソフトウェア
⑤アプリケーション
⑥利用するネットワークの構成
⑦開発場所、開発環境
⑧その他　等
	

	５
	業者選定方法	Comment by i4051445: 調達するにあたり業者の選定方法を記載します。
業者選定方法について、新たに業者選定を行おうとする際に、仕様が確定的で価格競争による調達を行う場合は、一般競争入札が優れています。また、システム構築するにあたり高い技術や幅広い業務知識を要する場合は、技術点と価格点を評価し合計点で決定する「総合評価落札方式」や「プロポーザル」による調達手法が用いられます。
なお、詳細については、「総合評価落札方式運用ガイドライン」を参照。

※ハードウェア、ソフトウェアが別調達となる等で、欄が不足する場合は適宜「行」をコピーし、ご利用ください。

	☐　競争入札
☐　一般競争入札	（☐　価格競争　・☐　総合評価）
☐　公募型指名競争入札	（☐　価格競争　・☐　総合評価）
☐　指名競争入札	（☐　価格競争　・☐　総合評価）
☐　随意契約
☐　プロポーザル
☐　見積り比較
☐　特名随意契約（事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　）

	６
	他システムとの連携	Comment by i4051445: 他システムとの連携がある場合は、データ連携要件などを記載します。
また、連携対象の情報（データ）とそのデータ量についても連携方式を検討する上で必要となるため確認し記載します。(別紙添付可。)
・データ連携要件
	

	７
	画面及び帳票の要件	Comment by i4051445: 必須となる画面、帳票、画面内に　出力する情報量や法令等で様式が規定されている帳票などの要件を記載します。一覧表等、別紙での添付可。
	

	８
	移行要件	Comment by i4051445: 移行データがある場合は、移行要件について記載します。
また、対象情報とそのデータ量についても記載します。 (別紙での添付可。)
	

	９
	運用保守の要件	Comment by i4051445: システムリリース後における運用・保守要件の概要を記載します。
①システムの稼働時間
②運用管理ツールの導入
③障害等対応方法
④バックアップ・リカバリ方法
⑤実施体制、要員計画　等
	

	別紙資料

※協議内容に応じて右記に記載された必要な資料を添付してください。
	☐　実施施策の企画書
☐　【現行】業務フロー図
☐　【システム化後】業務フロー図
☐　システム構成概要図
☐　概算見積	Comment by i4051445: システム構築及びその後の運用・保守等におけるライフサイクルコストを算出し比較検討するため、複数社から見積りを取得し概算費用を算出します。
・ハードウェアやソフトウェアをリース契約により調達する場合は、使用期間に応じた費用を見積もり、積算根拠と項目別費用を明確にする必要があります。
☐　システム化の範囲
☐　画面・帳票一覧表
☐　業務機能の一覧表
☐　システム性能要件
☐　運用保守要件
☐　開発スケジュール表
☐　調達スケジュール表
☐　システム実現検討資料
(機能面及び費用面)
	☐　その他


【追加説明】
※「対象とするシステム利用者の範囲」について、セキュリティ上の要件を判断するため次の考え方に基づいてください。
・不特定多数：インターネットへの接続や公衆の場に端末を設置するなど、市民等が自由に操作できるようなもの
・特定多数　：全庁もしくは複数局に端末を展開しているもの
・特定限定　：担当内や局内のみでの端末展開で、管理者が操作者を直接管理できるもの



